
30受文科開第 728号
平成 30年 7月 17日

行 政 文 書 開 示 決 定 通 知 書

木野 龍逸 様

文 部 科 学 大 臣
林 ±ヒ

ノフ

平成 30年 5月 17日 付け (平成 30年 5月 18日 受付)で請求のありました行政文書の開示に
ついて,行政機関の保有する情報の公開に関する法律 (以下「法」という。)第 9条第 1項の
規定に基づき,下記のとおり,開示することとしましたので通知します。

記

1 開示する行政文書の名称
文科省地震調査研究推進本部の事務局と、内閣府中央防災会議事務局の間でやりとりされた
メールおよび添付ファイルの一切、および地震調査研究本部事務局と、地震調査委員会の津村
委員長、阿部委員長代理、島崎部会長との間でやりとりされたメールおよび添付ファイルの一
切。
期間 :2002年 7月 1日 ⌒ウ2002年 7月 31日

2 不開示とした部分とその理由
国の機関の職員以外の個人の氏名、メールア ドレスについては、特定の個人を識別でき

る情報であり、法第 5条第 1号に該当するため、不開示としました。
国の機関の職員の電話番号、ファックス番号、メールア ドレスについては、公にするこ
とにより国の機関の事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあります。よって、
法第 5条第 6号に該当すると判断し、不開示としました。

* この決定に不服がある場合は,行政不服審査法 (平成 26年法律第 68号)の規定により,

この決定があったことを知つた日の翌日から起算して 3か月以内に,文部科学大臣に対し
て審査請求をすることができます。 (なお,決定があったことを知つた日の翌日から起算
して3か月以内であっても,決定があつた日の翌日から起算して 1年を経過した場合には
審査請求ができなくなります。)

また,こ の決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は,行政事件訴訟法 (昭和 37年
法律第 139号)の規定により,こ の決定があったことを知った日から6か月以内に,国 (訴
訟において国を代表するものは法務大臣となります。)を被告として,同法 12条に規定
する裁判所に処分取消しの訴えを提起することができます。 (なお,決定があったことを
知つた日から6か月以内であっても,決定の日から1年を経過した場合には処分の取消し
の訴えを提起できなくなります。)

3開 示の実施の方法等 (*頒墜望Σ塑墜塾旦を主壺藁昼塑室と墜。)

(1)開示の実施の方法等
下記に記載した方法のうち,希望される方法等により,開示の実施を受けられます。
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行政文書の種
類・数量

開示の実施の方法 開示実施手数料
の額
(算定基準)

行政文書全体につ
いて開示を受けた
場合の基本額

行政文書全体につい
て開示を受けた場合
の開示実施手数料
(注 1)

A4判文書
24枚

(両面5枚、片
面14枚 )

① 閲覧 100枚 までにつき
100円

100円 無料

②複写機により自黒
で複写したものの交
付

用紙1枚につき
10円

240円 無料

③スキャナーにより
電子化し,CD― R
に複写したものの交
付 (PDFフ ァイル
)

CD― Rl枚につ
き100円 に,文書1

枚ごとに10円 を加
えた額

340円
(注 2)

(注 2)

④スキャナーにより
電子化し,DVD―
Rに複写したものの
交付 (PDFフ ァイ
ル)

DVD― Rl枚に
つき120円 に,文書
1枚ごとに10円 を
加えた額

360円
(注 2)

(注 2)

(注 1)「行政文書の開示の実施方法等申出書」提出時に必要な収入印紙の額になります。
ただし,複数の開示の実施の方法を希望する場合は,金額が異なりますのであらかじ
め,下記文書情報管理室まで御連絡ください。

(注 2)CD一 R,DVD― Rに よる開示の実施を希望される場合は,所要枚数が異なるこ
と等により開示実施手数料が変動することや保有する処理装置の性能等により必ずし
も御希望どおりの開示の実施ができない場合がありますので,開示の実施方法の申出を
する前にあらかじめ担当課まで御連絡ください。

(2)事務所における開示を実施することができる日時,場所
日時 :7月 24日 から8月 23日 まで (土 。日曜日及び祝日を除く。)

10:00か ら17:30ま で (昼休み 12:00～ 13:00を除く。)

場所 :文部科学省文書情報管理室 2階
※杢望壺≧二五理型墜ω回主」望[≧_当[二菫[X:董ヱ2塑i董]璽2塞!璽2:並:≦壁]理旦董上_重:重:重i三[二f笠二_登_上L_

(3)写 しの送付を希望する場合の準備日数,郵送料
写しの送付を希望する場合は,園亘:憂:塾

`憂

]巨11」豊」の1⊥:=:里]量塑:上史堅璽塑三■_■さ型 :塾堕
`主

」2
ま_立。郵送料 (郵便切手)を同封の上,「行政文書の開示の実施方法等申出書」を以下の
郵送先まで送付してください。

<郵送先>
〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2
文部科学省大臣官房総務課文書情報管理室情報公開係

※ 「行政文書の開示の実施方法等申出書」が提出された日から1週間後までに発送予
定です。

※郵送料 :定形外郵便物 (150gま で)205円 (複写機により白黒で複写したものの交
付の場合の郵送料となります。)

* 問合せ先
文部科学省 L03-5253-4111(代表)

(決定の内容について)研究開発局地震防災研究課 内線 4439
(実施方法等について)大臣官房総務課文書情報管理室 内線 2572



<説明事項>
1 「開示の実施の方法等」の選択について
開示の実施の方法等については,こ の通知書を受け取つた日から30日 以内に,同封 した「行政文書の開示の実施

方法等申出書」に所要の開示実施手数料を納付して,申出を行ってください。
開示の実施の方法は, 3(1)「 開示の実施の方法等」に記載されている方法から選択できます。必要な部分の

みの開示を受けること (例 えば,100ページある文書について冒頭の 10ページのみ閲覧する等)や部分ごとに異な
る方法を選択すること (冒頭の 10ページは「複写機により自黒で複写したもの」を受け,残 りは閲覧する等)もで
きます。一旦,閲覧をした上で,後に必要な部分の複写機により自黒で複写したものを受けることもできます (た
だし,その場合は,最初に閲覧を受けた日から30日 以内に,別途「行政文書の更なる開示の申出書」を提出してい
ただく必要があります。)。
事務所における開示の実施を選択される場合は, 3(2)「 事務所における開示を実施することができる日時,

場所」に記載されている日時から,御希望の日時を選択してください。記載された日時に都合がよいものがない場
合は,お手数ですが,「 * 問合せ先」に記載した担当まで御連絡ください。なお,開示の実施の準備を行う必要
がありますので,「行政文書の開示の実施方法等申出書」は開示を受ける希望日の 3日 前には,当方に届くように
御提出願います。
また,写 しの送付を希望される場合は,「行政文書の開示の実施方法等申出書」にその旨を記載してください。

なお,この場合は,開示実施手数料のほかに,郵送料 (郵便切手)が必要になりますので,「行政文書の開示に実
施方法等申出書」に郵送料 (郵便切手)を同封の上,文部科学省大臣官房総務課文書情報管理室まで送付してくだ
さい。
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2 開示実施手数料の算定について
(1)手数料額の計算方法
開示実施手数料は二選択され上開示の実施の方法に応じて,定めらこた算定方法に従って基本額 (複数の塞立
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額から300円 を差 し引いた額 とな ります。
(例 )

0150ページある行政文書を閲覧する場合 :

100枚までごとにつき 100円 → 基本額 200円 → 手数料は無料
0150ページある行政文書の複写機により白黒で複写したものの交付を受ける場合 :

用紙 1枚につき 10円 → 基本額 1500円  → 手数料は 1200円
0150ページある行政文書のうち 100ページを閲覧し,20ページについて複写機により白黒で複写したもの
の交付を受ける場合 (残 りの 30ページは開示を受けない):
閲覧に係る基本額 100円 +複 写機により自黒で複写したものの交付に係る基本額 200円 =計 300円
→手数料は無料

(2)手数料の減免
生活保護を受けているなど経済的困難により手数料を納付する資力がないと認められる方については,開示請
求 1件につき 2000円 を限度として,手数料の減額又は免除を受けることができます。減額又は免除を受けたい
方は,「開示実施手数料の減額 (免除)申請書」を提出してください。
(3)手数料の納付
開示実施手数料は,提出される「行政文書の開示の実施方法等申出書」に相当額の収入印紙を貼って納付して
ください。

3 不開示部分に係る不服申立て等
開示しないこととされた部分について,不服がある場合には,行政不服審査法 (平成 26年法律第 68号)の規定

により,この決定があったことを知つた日の翌日から起算して 3か月以内に,文部科学大臣に対して審査請求をす
ることができます。(なお,決定があったことを知った日の翌日から起算して 3か月以内であっても,決定があった
日の翌日から起算して 1年を経過した場合には審査請求ができなくなります。)

また,こ の決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は,行政事件訴訟法 (昭和 37年法律第 139号)の規定により,

この決定があったことを知った日から6か月以内に,国 (国を代表するものは法務大臣となります。)を被告とし
て,この決定を取消しを求める訴訟を提起することができます。 (なお,決定があったことを知つた日から6か月
以内であっても,決定の日から1年を経過 した場合には処分の取消しの訴えを提起できなくなります。)

なお,裁判所については,東京地方裁判所又は原告の普通裁判籍の所在地を管轄する高等裁判所の所在地を管轄
する地方裁判所が管轄となります。

4 開示の実施について
事務所における開示の実施を選択され,その旨「行政文書の開示の実施方法等申出書」により申し出られた場合
は,開示を受ける当日,事務所に来られる際に,本通知書を御持参ください。

5問合せ先
開示の実施の方法等,開示実施手数料の算定・納付方法,審査請求の方法等について,御不明な点等がございま
したら,本欄に記載した担当までお問い合わせください。
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文部科学大臣 殿

1 行政文書開示決定通知書の番号等
日  付 平成 30年 7月 17日
文書番号 30受文科開第 728号

*

氏名又は名称不2,~柔)a´
住所又は居所 彩』.ノ々のゐ)プクー/J~2γ
連絡先電話番号 θ♪0ご‐`,6カ

了ク

行政機関の保有する情報の公開に関する法律第 14条第 2項の規定に基づき,下記のとおり申出
をします。

記

行政文書の開示の実施方法等申出書

平成 30年
，

日

／
、
ノ
／

"、

/月
/

同封する郵便切手の額
ι

功J ヽ

」

2 求める開示の実施の方法
下表から実施の方法を選択し,該当するものに○印を付してください

3 開示の実施を希望する日
4 「写しの送付」の希望の有無 円

行 政 文 書 の 名 称 種類・量 実 施 の 方 法
文科省地震調査研究推進本部
の事務局と、内閣府中央防災会
議事務局の間でやりとりされ
たメールおよび添付ファイル
の一切、および地震調査研究本
部事務局と、地震調査委員会の
津村委員長、阿部委員長代理、
島崎部会長との間でやりとり
されたメールおよび添付ファ
イルの一切。
期間:2002年 7月 1日 ～ 2
002年 7月 31日

A4判文書
24枚

(両面5枚、
片面14枚 )

1閲  覧 ①全部
②二部 (

2複写機により〈
白黒で複写した
ものの交付

①全壱ノ
て歩2熟 (

００ ①全部
②一部 (

開示実施手数料

ここに収入印紙を貼ってください
※収入印紙を貼られる前に下記を必ずお読みください。

(開示実施手数料について)

実施を希望される方法に応じて,下記の額の収
入印紙をお貼 りいただくようお願いいたします。

①閲覧を希望される場合
無 料

②複写機により白黒で複写したものの交付を
希望される場合

無料

(受付印)

欝

03 7.23

.



を御希望される場合は,御提
t.*sFfi rz.Atzrt ( /d 3 t,'.

上記の以外の実施
出前

*担当課等 研究開発局地震・防災研究課 Te1 03‐5253‐ 4111 (内線 4439)



③
斎藤講

2002/07/2320:46

宛先:前田憲=(E―mall)CC:
件名: 三陸沖から房総沖の評価について

文部科学省地震調査研究課
前田 様
お世話になっています.
内閣府 斎藤です。
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ム尋賃専モ賓丁|ふFめた正しい情報とすべきであると思いますが、いかが
また、このような社会的責任の発生する情報の公表の仕方については、
政策委員会できつちり議論する必要があるのではないでしょうか.
(地震防災対策特別措置法でも、地震に関する総合的評価に基づく広報
については、政策委員会の所掌事務となつているはずです。)

当方においても大臣等上に報告することが必要になりますので、明解な回答を
いただけるようお願いします。
**********■珠**幸十**キキ**癬 *キ中特 キ***キ***幸******

(地震・火山対策担当)

(内翻■■D■ ■■■■ (直通)
FハX:
日1la

誠



③ 件善:壁量霞黒ξ薔歯姜J壼111lE要冒逸仁斎藤講

2002/07/2410134

前田 様

FAX:
E■mai::

昨日電話のあとお送りしたメールの件ですが、電話でもお話したとおり
ま署ほを繋艦at墓与必要がありますので、検討・回答いただくよう
ところで、例えば、確率を計算するに当たって.断定的に出すのではなく
複数の方法を使い、Aの方法で計算すればa%、 Bの方法で|ま b%
というようなことはできないのでしようか?
継 機 **替**継継 継 特 梓 *淋林 ホ*締締 ‖中障樹 林 梓 *幸林

(躙量響帯臀L(直通)
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前田豊 (E―mall)

2002/07/2517:35

文部科学省地震調
前田檬

査研究課

内閣府 斎藤です。
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これまでの調査委員会の過程等を踏まえ、やむを得ず、今月中に
発表する場合においても、最低限表紙を添付ファイルのように
修正 (追加)し、概要版についても同じ文章を追加するよう強く
申し入れます。

また、当方で考えたいる主な問題点についても送付します。
*ホ**… *キホ十替 ホ***********ホ***ホキ*****ホキ*ホ***申

(H」ず対題輩壁L.(直通)FAX:
E―ma

くく三陸 文表紙. 」:、。doc〉〉doめ〉 くく三唯二1房総沖の問題

回
●三陸～房総沖の問題点、」oo



三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について

平成14年7月 31-日
文部科学省

地震調査研究推進本部
地震調査委員会

地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について 一地震に関する
観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策―」 (平
成11年4月 23日 )を決定し、この中において、「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また「陸域の浅

|じ 地ヽ震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行うr」 と
した。

地震調査委員会では、この決定を踏まえつつ、これまでに、海域に発生する
プレート間大地震 (海溝型地震)と して、宮城県沖地震及び南海トラフの地震
について長期評価を行い、公表した。

今回、引き続き、海溝型地震である三陸沖に発生する地震を中心にして、三
陸沖から房総沖にかけての地震活動について、現在までの研究成果及び関連資
料を用いて評価し、別添のとおりとりまとめた。

なお、今回の評価は、現在までに得 れ て しヽ る最新の知 界̀を用い て 最善 と黒
る に よ ″1) の して い

る資料が十分にないこと等のため評価には限界があり、評価結果である地震発
塾[蟹盤 壼盤二極型[茎2地:震

`2L壁
:望2螢[値:ヒl型」当2誤:童

`笙
:ユ≦ユ五2ゝ型l重:

論的に示 してい 1、 のではないハ
このように整理した地震発生確率は必ずし1、地震発生の切i白性を保証でき

るものではなく、防災対策の検討に当たっては十分注音す ることが必要であるハ



平成 14年 7月
内閣府(防災担当)

「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」

1。 地震に関する学術的な調査研究が推進される二とは、地震活動の長
期評価も含めて、防災機関としても歓迎するところである。
.しかし、国の機関として発表する情報については、学会における発
表とは異なり、社会からは内容を保証されたものと受け取られ、それ
に対する対応についても、国、地方公共団体とも無責任ではいられな
い 。

情報の性質や信頼度等もあわせて正確に社会に伝わることが、今日
求められる説明責任の根幹であり、地震活動の長期評価のもつ社会的
責任と公表の仕方等について政策委員会で審議されるべきである。

2。 今回の検討で、三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレー ト間大地
震(津波地震)等については、ポアソン過程で計算がなされているが、
もし、この地震について、10o年前に (過去 300年のうちに3回の地‐

震が発生したとして)今回と同じように今後 50年以内に発生する確
率を計算していたとすると約 40%になり、さらにこの想定を基にす
ると、現時点までの発生確率は約 60%であつたこととなる。社会的
感覚からすると、地震が発生しないまま 100年経過すると残事象の発
生確率|ま高くなると考えるのが普通であると考えられるが、・現時点で
の今後 50年以内の発生確率は今回の発表のように約 30%となる。社
会の関心は、いつ頃発生するか等であるのに、数学的に整理をしては
いても社会的には理解しづらいものとなっている。
これらの原因は、数学的手法の問題よりも、極めて少ない情報量で

推定されていることによると思われる。



3.三陸沖北部から房総沖の海溝寄りのプレー ト間大地震 (津波地震)

については、実際に地震が発生していない領域でも地震が発生するも
のとして評価している。他の領域と同様の性質を持った領域としての
可能性を考えたものであり、この領域については同様の発生があるか
否かを保証できるものではない。
防災対策を考える場合、こうした確固としていないものについて、
多大な投資をすべきか否か等については慎重な議論が不可欠である。

4,以上のように、ぃくつかの仮定のもとに一つの考え方を示すことは
構わないが、これらの情報の性質や信頼度等もあわせて、正確に社会
に伝わるようにすることが不可欠である。
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前田憲ニ
2002/07/2518126

宛先:

内閣府 斎藤様
いただいたご意見をもとに、修文したものをお送りします。
一前田0文科省

三陸房総評価文表紙(修正).doc

斎藤誡

“　
名件

畿
書藤諸

2002ノ07/2517:35

宛先: 前日豊 (E―maiD

件名:

文
語営轟

省地震調査研究課

三睦沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について、
内閣府の中で上と相談したところ、非常に問題が大きく、今回の
発表は見送り、取り扱いについて政策委員会で検討したあとに、
それに沿つて行われるべきである、との意見が強く、このため、
できればそのようにしていただきたい。
これまでの調査委員会の過程等を踏まえ、やむを得ず、今月中に
発表する場合においても、最低限表紙を添付ファイルのよう|=

禅iモ|;輩1提昌此。
概要版についても同じ文章を追加するよう強く

内閣府 斎藤です。

また、当方で考えている主な問題点についても進付します.

ホ●‖。開 奪半**キ *斗寺*キ******ホ*******キ****準‡辛キ****黎*キ
斎藤
内閣
TEL:
FAX:
E―mai

三陸房総評価文表紙 _d。。 三陸～房総沖の問題点.doc

(地震・火山対策担当)
(内線■■|)■■■■■ (直通)

誠

くく三陸房総評価文表紙.J00〉〉 くく三陸～房総沖の問題点.doc〉〉

圏    圏



三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について

平成14午7月 塁一日
英部科学省

地震調査研究推進本部
地震調査委員会

地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について 一地震に関する
観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策一」 (平
成11年4月 23日 )を決定し、この中において、「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また「陸域の浅
|い地震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行う

「

」と
11じ
レ ′し 0

地震調査委員会では、この決定を踏まえつつ、これまでに、海域に発生する
プレート間大地震 (海溝型地震)と して、宮城県沖地震及び南海 トラフの地震
について長期評価を行い、公表した。

今回、引き続き、海溝型地震である三陸沖に発生する地震を中心にして、三
陸沖から房総沖にかけての地震活動について、現在までの研究成果及び関連資
料を用いて評価し、別添のとおりとりまとめた。

なお、今回の評価は、現在までに得ちれてし るヽ最新 知 見を用 最善 と黒の い て

われる手法により行ったものではあるが、データとして用いる過去地震に関す
登資量が土企l二生登二と笠のため饗塞婆製奎肇豊姿斐≡証価量塁である地震登
菫 :蟹:壼:董壁:血L壷

`盪

⊆:幽:風Ztti墜:21独:菫=些l墨:塑:董:墨:£:立:墜:塑_壺:塞:

評価結果の利用にあたってはこの点 に十分留青す る必要がある^
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圃
三陸房1総評価文表紙2

宛先: 前田豊 (E―mali)

2002/071/2519:37 ●●:
件名:

文部科学者 前田 様
貴省の意見を踏まえて、当方の修分意見を再度お送りします
ので、そのよう|=修分されたい。

けで

る。

こし繁標ほ彊量だ暑早農鼻暴ニゥF冒轟ぞ百雪累払製零.騒慧夕
つての注意を

3.評価結果については、防災対策へあ利用についてが問題となつそおり、
例として防災対策の検討という文語を加える必要がある

以上

と
と

Fron:
Sent: y
To:齋
Cc:富 之:前田憲二:前田豊

三陸沖から房総沖評価SubfeCt:

内閣府 斎藤様
いただいたご意見をもとに、修文したものをお送りします。
―前日@文科省
(See attached f‖ e:三陸房総評価文表紙 (修正).doc)
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三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について

平成14年7月 31-日
豊塾壺整娑

地震調査研究推進本部
地震調査委員会

地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について 一地震に関する
観測、測量(調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策一」 (平
成11年4月 23日 )を決定し、この中において、「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また「陸域の浅
|い地震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行う

「

」と
1 0‐
L′′′⊆。

_地震調査委員会では、この決定を踏まえつつ、これまでに、海域に発生する
プレート間大地震 (海溝型地震)と して、宮城県沖地震及び南海 トラフの地震
について長期評価を行い、公表した。

今回、引き続き、海溝型地震である三陸沖に発生する地震を中心にして、三
陸沖から房総沖にかけての地震活動について、現在までの研究成果及び関連資
料を用いて評価し、別添のとおりとりまとめた。

_主L¨全国」笙:□]二≧]二:整]量」壺:蓮:堡:Ll=【■:過_量:艶〔塑i噛:重:里笙:奎i窒:上昼
われる手法により行ったものではあるが ―夕として い るi局去地震 に関す、・ア 用

る資料が十分にないこと等のため評価には限界があり、評価結果である地震発
生確率や予想される次の地震の 数値には誤差を含んでお り、

ヽ
ノ

″
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菫藤講 苑先 前田豊 (E輛al:)

2002/07/2520:48

文部科学省 前日様
内閣府 斎藤です。

別紙のように修正していただくよう強く申し入れます。

OC:
件名:
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三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について

平成14年7月 31-日
地震調査研究推進本部

地震調査委員会

地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について 一地震に関する
観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策一」 (平
成11年4月 23日 )を決定し、この中において、「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また「陸域の浅
|い地震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行う

「

」と
した。

地震調査委員会では、この決定を踏まえつつ、これまでに、海域に発生する
プレート間大地震 (海溝型地震)と して、宮城県沖地震及び南海 トラフの地震
について長期評価を行い、公表した。

今回、引き続き、海溝型地震である三陸沖に発生する地震を中心にして、三
陸沖から房総沖にかけての地震活動について、現在までの研究成果及び関連資
料を用いて学術科学艶観点とL評価し、別添のとおりとりまとめた。
なお、今回の評価は、現在までに得られている最新の知見を用いて最善と思

われる手法により行ったものではあるが、データとして用いる過去地震に関す
る資料が十分にないこと等のため評価には限界があり、評価結果である地震発
生確率や予想される次の地震の規模の数値には誤差を含んでおり、
E拠」堕:圏三ヱと盤』討2■2董吾回I醍二塁.122■Em壺止ュエ1■迎盛 整l±l全量産ヨニE21菫l

がある。
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件名:

斎藤様
三陸から房総沖の評価文表紙の最終版をお送りします。
一前甲

宛先:

●6:
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回
三陸房総評価文表最終版.doc



三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について

平成14年7月 塾一 日
地震調査研究推進本部

地震調査委員会

地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について 一地震に関する
観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策一」 (平
成11年4月 23日 )を決定し、この中において、「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また「陸域の浅
|い地震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行う

「

」と
した。

地震調査委員会では、この決定を踏まえつつ、これまでに、海域に発生する
プレート間大地震 (海溝型地震)と して、宮城県沖地震及び南海 トラフの地震
について長期評価を行い、公表した。

今回、引き続き、海溝型地震である三陸沖に発生する地震を中心にして、三
陸沖から房総沖にかけての地震活動について、現在までの研究成果及び関連資
料を用いて調査研究の立場学待から評価し、別添のとおりとりまとめた。

なお、今回の 評価 は、現在まで|
ァイ日
、_4〒 れている最新の知見を用いて最善と思

われる手法により行ったものではあるが、データとして用いる過去地震に関す
る資料が十分にないこと等による 限界があることからみ、評価
基盤壺壁≧登」迪慶墜墜菫奎立髭壁整土L二重知塑土墜髪≧坦」塵2:麺匡旦盤差笙量∠
でおり、
堕1整塗 の」食設営型遍E璽|」直墨墾1皿LhLl三⊆上二」2盤≧ヒ全貿重土型狙
がある



③
斎藤誠

2002/07/2600:11

前田様
ご苦労様です。
概要版についてもよるしくお願いします。
今後ともよろしくお願いします。

内閣府 斎藤

斎藤様

三陸から房総沖の評価文表紙の最終版をお送りします。
一前田

(See attached file:三 陸房総評価文表最終版.doc)

宛先:

　̈
名件

富田浩之



前日憲ニ
2002/07/2000:18

斎藤様

概要版についても、同様に修文します.

―前田

齋藤識

宛先:

OCt

件名:

前田憲二(E―maiD

艤鷲浩之畿
先‥
颯
名‥

宛
　
件2002´07/2600:11

前日様
ご苦労様です。
概要版についてもよろしくお願いします。

今後ともよろしくお願いします。

内閣府 斎藤

斎藤様

三睦から房総沖の評価文表紙の最終版をお送りします。
一前田

(Soo attached file:三 隆房総評価文表最終版.doc)

事轟脚幣鴨8:lt♀i

Cc:富田浩之:前田憲二:前田豊
Subjecti Re:三 陸沖から房総沖評価



前田 憲ニ
2002/07/2611:46

殿

2002/07/2517:35

(bcc:

文部科学省 前田です。

霞雫置辮ヒ理じ唐動曹‖鼻鷺ヲ躊覇響】鳳弩慶翻1認あ響tた。
この申し入れに対し、内閣府と幾度もやりとりをした後に、最終的に
評価文の前文書添付ファイルのように修正することで収拾することと
なりました。

16100～
17:00～

件名:

CC:

この修正文をもと|=、 内閣府は本日大臣説明を行い、了解されたようです。

今後の予定は、以下のようになります。

事前記者レク  7月 29日 (月 )
テレビ。ラジオ解禁 7月 31日 (水)
新聞朝刊    8月 1日 (木)

以上

-囲
三陸房総評価文表紙最終版.doc

――一転送者:km日eda/MEXT転送日:2002/07″ 611:22-―……

宛先:前田憲二 (E―ma:D 前田豊 (■―ma‖)

魏 件名



三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について

平成14年7月 31-日
地震調査研究推進本部

地震調査委員会

地震調査研究推進本部は、「地震調査研究の推進について 一地震に関する
観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策―」 (平
成11年4月 23日 )を決定し、この中において、「全国を概観した地震動予測地
図」の作成を当面推進すべき地震調査研究の主要な課題とし、また「陸域の浅
|い地震、あるいは、海溝型地震の発生可能性の長期的な確率評価を行うr」 と
した。

地震調査委員会では、この決定を踏まえつつ、これまでに、海域に発生する
プレート間大地震 (海溝型地震)と して、宮城県沖地震及び南海 トラフの地震
について長期評価を行い、公表した。

今回、引き続き、海溝型地震である三陸沖に発生する地震を中心にして、三
陸沖から房総沖にかけての地震活動について、現在までの研究成果及び関連資
料を用いて調査研究の立場差釜から評価し、別添のとおりとりまとめた。

なお、今回の評価は、:現在までに得 れている最新の知見を用いて最善と黒
われる手法により行ったものではあるが、データとして用いる過去地震に関す
る資料が十分にないこと等によるのため評価には限界が ることから与、評価
量塁玉±≧型堕臣登生I壁奎生■昼室量1∠並望≧量量重の規模の数値には誤差を含ん
でおり、
堕』1室」垂自聾I盪」重立」≧ど菫」亜

'従

L是の五ШL塑菱笠三壺生この点に十分留意する必要
が_ある。
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地震調査委員会委員各位
長期評価部会委員各位
海溝型分科会委員各位

前田@文科省ですロ

主な変更点1ま以下のどおりです。

いて、正

0説明 :

二陸
福島

宛先:

●●:

件名:

「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価」について、前回の
地震調査委員会(平成14年7月 10日 )以降、若干の修正を加えた最終版
をお送りします.

また、公表日程は以下のとおりです。

事前記者レク   7月 29日 (月 )16:00～
テレビ・ラジオ解禁 7月 31日 (水 )17:00～
新聞朝刊 ・  3月 1日 (本)

あ

が
　
　
議聰聘̈一」一

α相０　。
8蒼茫欝誠護襲審鳥琴.冒製勝鵬児鶏ピ鐵鶴田琴昆纏謂糠I腰動皇わ
02-1過去の地震について(1)三陸沖北部のプレート間大地震の第一行日の表現を
r津波被害が残るような大地震」から

'津
波被害の記録が残るような大地震」に修正した。

03今後に向けて、で「更新過程としての取り扱い」を
「BPT分布を適用した更新過程の取り扱い」に修正した,

0表 1の領域の名称を修正した:

[三陸沖(北部)」→『三陸沖北部」
「三陸沖(南部海溝寄り)」→『二陸沖南部海溝寄り」

0表2の房総沖の地震の平均的発生頻度等の項目!=以下の表記を追加した:

(1987年 の地震はフィリピン海プレートの沈み込み!=伴う地震)

訂正

2-2-
2-2- 正2-2-4 中で2-2- ついて 1)の

の文中で、

図17,

0表5-1の中の1931/3/9の 地震の規模(M=7.6)の記述場所を北領域から南領域に訂正した。



0引用文献に、以下の文献を追加した:

中央気象台(1897):難著地震概況18月 5日 の地震.「明治二十年地震報告■77

以上、ご了解のほど、よるしくお願いいたします。

*******キ*******ホ******************1■」hh[*****

文部署撃薯通震璽讐器喫瞑翼轟国罫聾管理官
〒100-8966千 代口区霞ヶ関 1-3-2
Tel:03-5253-4111(内 ■■|!       夜間)
Fax:
***中 ********拳 卜橿神神いl●pl倒→嬌→疇球*ホ*********わ 卜l●階

― 電

剛 鯰
三陸房総評価文020726.doo 三陸房総(表1-表4)02餌16jtd

三陸沖北部の地震文献評価整理表改訂(表5-1).xls

爾曙:

lllllllllllllllllllll:

三陸沖北部の地震系列同定調査研究表改(表5… 2)itd

回
三陸沖から房総沖にかけての図の目次.doc
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宛先:

件名:

同)

から にか

16100～
17:00～

●●:

本部

庁海洋情報部

文部科学省 前田憲二です。
日ごろよりお世話になつております。
きて 日 りしました『 三 動

ι

ので、 り

公表日程については、変更ありません。

事前記者レク  7月 29日 (月 )
テレビ。ラジオ解禁 7月31日 (水)
新聞朝刊    8月 1日 (本)

以上もよろしくお願いいたします。
******ネ **中**… *********,日k***1■■●トト率**1ヰ率

管理官
1-3-2

Te11 03-5258-4111 間)

*'出 ホホホ******ホ ■*****ホ *ホホホホホ*ホお*|*キ ****幸*キキヤ幸
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呵

囲 靡
三陸房総評価文020726.do● 三陸房総(表1-表4)02071 6Jtd

国
三陸沖北部の地震文献評価整理表改訂(表5-1).xls



三陸沖北部
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三陸房総概要版020726.doc
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さきほどは貴菫な資料をお送り頂き、誠にありがとうございました。

それはきておき、この機会に読み直したところ、幾つか主I=文章上の問題があります。
今ごろになつて識にすみませんが、気づいた点をお送りします.細かいところは無視
して頂いて構いませんが、幾つかは直されたほうが良いと思います。

十分な時間がとれず、とりあえずお送りする次第で、識に申し訳ありません。

文部科学雀 前田様

cc:明田J:1様、小清水様

■■■■■拝

評価文 P.2 別添
1地震の発生領域及び震源域の形態

注1

1inel の訳で、>
壇見俊弘

=この論文に

p.9注3
1ines 2,4分 布 > 空間分布
注6 この注は、なぜこ

直す必要があるt"地震としては鵬6
津波マグニチュー
地震は、いわゆる
:注の位置を移し
注6:石橋 (1986)
揺れに比べて

提案

:ino l本 州が乗つている > 載っている
乗っているは動きを示し、_載っているは位置を示す。
ここは簡単に 陸側のプレートの下ヘロ,3
としてはどうか。

1-1過去の地震の震源域について

line2 1677年 以降現在までの300年余りの間に4回の津波
これは誤りではないが、p.3では2-1(1)で 、「現在までの約400年間に4回発生
した」とあるので、わかりにくい。
ここ1ま「の300年余りの間に」を削除してIまどうか。

同じくline2-3最大約6情 > 最大の高さ約6m
現在の案では何が最大かわからない。

line6整 理されている地震 >整理されている地震等
茨城沖と房総沖はこれでは領域分けができなしヽ.

1-2次の地震の発生位置及び震源域の形態につしヽて
line6プレー ト境界付近

これに正断層まで含めるのは無理.正断層型は別記すべき。
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ようになった。
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とりあえず、以上。
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